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７月６日（水）

専門部会委員推薦公示 ７月14日締切

意 見 聴 取 公 示 ７月21日締切

　 ７月21日（木）

 

 部会長、部会長代理の選出

 審議の進め方について

 審議資料等について

 全会一致の場合には答申

 答申後

 大阪府最低賃金改正決定答申

第349回審議会総会（第３回）  意見要旨の公示（異議申出）

８月４日（木）13:30

４号館２階第２共用会議室

 官 報 公 示

  ９月１日（木）

 効 力 発 生

  10月１日（土）

９月～
10月

第348回審議会総会（第２回）

・関係労使意見聴取（陳述）
・Ｒ３地賃答申附帯事項に
関する取組状況報告

７月29日（金）13:30　

４号館２階第２共用会議室

第350回審議会総会（第４回）

※法定発効

 異議申出締切 

３日答申の場合　８月18日（木）

４日答申の場合　８月19日（金）

第３回　８月１日（月）15:00

８月

第４回　８月２日（火）13:30  

第５回　８月３日（水）13:30

２号館９階共用会議室Ｂ

地域別最賃専門部会審議結
果の報告あるいは令６条５
項適用不可(採決)の場合の
答申

　　　異議申出に係る

　　　諮問、答申

８月23日(火) 10:00

４号館２階第２共用会議室

第１回

大阪府最低賃金専門部会

７月26日（火）10:30

２号館９階共用会議室B 

第２回
 金額改正審議

・目安伝達説明 大阪府最低賃金専門部会

大阪府最低賃金専門部会  金額改正審議・結審

７月29日（金）9:30

２号館９階共用会議室Ｂ

第３回～結審

大阪府最低賃金

専門部会委員任命

７月

第347回審議会総会（第1回）

大阪府最低賃金改正諮問

７月６日（水）13:30

４号館２階第２共用会議室

令和４年度　大阪府最低賃金の審議の進め方
大 阪 労 働 局

本審　（総会） 大阪府最低賃金専門部会 事務局の手続き
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1 
 

令和４年７月２９日 

大阪労働局労働基準部賃金課 

 

 

令和３年度 

大阪府最低賃金の改正決定（答申）附帯事項への取組について 

令和３年８月４日 答申 附帯事項 

  

 今回の答申に当たっては、大阪府最低賃金の改正が新型コロナウイルス感染症の影響に

より危機的状況にある中小企業・小規模事業者に与える影響を踏まえ、業務改善助成金を

はじめとする施策について更なる特例的な要件緩和・拡充を早急に行うことはもとより、賃金

引上げに見合った助成金の給付等、直接的な新たな支援策の実施、周知広報及び速やかな

給付体制の構築等を国に強く求める。 

  

 大阪労働局に対しては、 

①大阪府最低賃金の的確な周知広報、履行確保を行うこと、 

②中小企業等に対する生産性向上等の支援措置について、利活用の促進、支援に努める 

こと、特に、各種支援策を必要とする中小企業等に対し、効力発生日を踏まえ、周知広報と

一層の利活用を促進すること、 

③行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、当該業務委託先による最低賃金の

履行確保に支障が生じることのないよう、行政機関に対して発注時に特段の配慮が行われる

よう要請すること、 

④公正な取引慣行の確立、関係法令遵守の徹底を図ること、 

⑤以上の取組状況については、履行確保の状況及び効果の検証を併せて行い、本審議会

において随時報告すること  

 を要望する。 
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①大阪府最低賃金の的確な周知広報、履行確保を行うこと 

１ 的確な周知広報 

（１） 大阪府内全市町村・大阪市全区広報誌への掲載 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） ケーブルテレビ出演（９月 24 日から数回にわたり放映） 

 

   
 

 

（３） 大阪労働局と包括連携協定を締結した金融機関での周知 

 

                           ・会報誌「だいしん NOW ９月号」に掲載 

                                  ・池田泉州銀行大阪府内各支店（88 ヶ所）で、 

                            大阪労働局専用ラックに最賃リーフレットを配架 

                            

 

 

（４） 広報媒体による周知 

 

だいしん NOW９月号 

サンケイワーキングプレス（９月 19日号）71万部発行 

府政だより（９月号）300万部発行 

26



3 
 

（５） ポスター・リーフレットによる周知 

      厚生労働省版の他、裏面に中小企業支援策等を盛り込んだ大阪労働局版を作成し、  

幅広く配布。(６月末現在) 

・地賃額ＰＲリーフレット ４２，３５９枚 

・地賃額・特賃額ＰＲリーフレット ９３，７０４枚 

・近畿（２府４県）の最低賃金額一覧表リーフレット  ８，５９９枚 

・厚生労働省版リーフレット ５４，３３１枚 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 在阪鉄道各社へ主要駅でのポスター掲出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 大阪労働局 YouTubeチャンネルへの PR動画投稿 

 

 

 

大阪メトロ(谷町四丁目) 南海(新今宮) 阪急(高槻) 
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（８） 確定申告会場等での周知 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９） 大阪府信用金庫協会員各店でリーフレット配架 

 

（10） 過去５年間違反事業所・減額特例許可事業場への周知 

 

２ 最低賃金主眼監督の実施 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種情報や統計結果から最低賃金未満のおそれの高い業種等の中小企業・小規模事業

場を対象として毎年実施。 

 

大阪スカイビル確定申告会場 堺税務署 確定申告会場 枚方税務署 

ハローワーク泉大津 

天満労働基準監督署 

労働保険年度更新会場 

大阪労働局 

労働保険年度更新会場 
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３ 検証と課題・今後の取り組み 

  大阪府内自治体の協力もあり大阪府内４３市町村すべての広報誌に掲載され、広く府民へ

周知することができた。引き続き、各関係機関と連携し、大阪府最低賃金額の周知を図って

いく。 

最低賃金主眼監督の結果、一定数の違反事業場が存在するため、引き続き履行確保の

ための監督指導を徹底する。 

 

②中小企業等に対する生産性向上等の支援措置について、利活用の促進、支援に努める 

こと、特に、各種支援策を必要とする中小企業等に対し、効力発生日を踏まえ、周知広報と

一層の利活用を促進すること 

１ 令和３年９月「最低賃金周知・支援月間」の取組 

（１） 大阪労働局全体としての取組を局内外に周知 

   

（２） 最低賃金リーフレット裏面に省庁を横断する支援策を盛り込み、利活用の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 労使団体、中小企業と関わりの深い機関等への周知協力要請 

 

（４） 大阪働き方改革推進支援・賃金相談センターを総合相談窓口として、どの支援策が適

切か等の相談に対応 

 

（５） 最低賃金改定の影響を受けやすい事業場を選定し、各業種に合った資料を用意して、

労働基準監督署から、改定額とともに支援策の活用を呼びかけ 

 

２ 大阪働き方改革推進支援・賃金相談センターを通じた取組 

（１） 電話・メール・訪問・窓口相談・セミナー等、あらゆる手段で、より相談しやすい環境を整       

え、助成金の活用、生産性の向上、労働時間制度の見直し、人手不足の解消、働き甲斐

を高める賃上げ策等のニーズを踏まえた個別相談に応じている。また、経営相談を受け

た場合は、大阪府よろず支援拠点へ取り次ぐなど、互いに連携している。 

 

 

省庁を横断する公的支援策一覧、業務改善助成金のあらましと業種別活用事例（製造・医療福

祉・宿泊飲食・卸小売・生活衛生）、雇用調整助成金賃上げ特例リーフレット等 
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（２） 特に令和３年度は、令和３年９月「最低賃金周知・支援月間」において、どの支援策が

適切か等事業主からの相談に応じる窓口として対応した。 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

相談件数 1,685件 2,641件 2,084件 

    ※相談件数には、賃金・助成金・同一労働同一賃金等含む、すべての相談を計上。また、１回で複数項目

の相談も１件として計上。 

    

３ 労働基準監督署における取組 

各労働基準監督署において「労働時間相談・支援コーナー」を設置し、通常は労働時間相   

談・支援班が中小企業事業主に向けての窓口相談、集団指導、説明会、訪問支援を実施し

ている。 

令和３年度は新型コロナの影響により、集団指導・説明会は行えず、９月の周知・支援月

間に個別事業所最低賃金改定の影響を受けやすい事業場を選定し、各業種に合った資料を

用意して、労働基準監督署から、改定額とともに支援策を直接案内した。 

 

４ 大阪働き方改革推進会議 最低賃金のための環境整備に関する作業部会 

令和元年５月に設置された本作業部会は、関係団体・関係省庁との連携を強化し、最低賃

金額はもちろん、各省庁の支援策も横断的に周知を行えるよう設置したもの。 

令和３年度は、改定額・支援策を早急に中小企業に周知する必要から、確定と同時に全

構成員に伝達し、各傘下企業・団体等に周知を呼び掛けた。 

令和３年１０月に作業部会を開催。労働局・各構成員の周知の状況や支援策の活用状況

を共有した。 

 

５ 支援策活用状況 

  令和元年 令和２年 令和３年 

業務改善助成金 
申請件数 33件 42件 360件 

決定件数 23件 21件 285件 

キャリアアップ 

助成金 

申請件数 340件 343件 128件 

決定件数 325件 331件 141件 

    

６ 検証と課題・今後の取組 

賃金引上げを図る中小企業を支援する業務改善助成金の周知と中小企業が賃上げしや

すい環境を整えるための制度・助成金等幅広い相談に応じる「大阪働き方改革推進支援・賃

金相談センター」を積極的に周知し、それぞれの利活用促進に取り組む。 

また、関係団体、関係省庁と連携し、横断的な事業主支援の周知を図っていく。 
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③行政機関が民間企業に業務委託を行っている場合に、当該業務委託先による最低賃金

の履行確保に支障が生じることのないよう、行政機関に対して発注時に特段の配慮が行わ

れるよう要請すること 

１ 自治体への文書による配慮要請 

（１） 厚生労働省本省から、各都道府県知事・政令指定都市市長あてに要請文書を送付し

た。 

（２） 大阪労働局から、大阪府知事と連名で政令指定都市以外の府内自治体へ要請文書を

送付した。 

（３） 大阪労働局労働基準部長から、国の在阪行政機関・事務所、独立行政法人あてに要

請文書送付した。 

 

２ 最低賃金に係る情報の提供に関する協定 

平成２９年度 大阪市 最低賃金違反の情報提供 

令和元年度 堺市 最低賃金違反の情報提供 

低入札受注で違反の恐れがある場合の情報提供 

令和２年度 大阪市 低入札受注情報提供を加え、再締結 

 

３ 検証と課題・今後の取り組み 

政令指定都市を除く大阪府内すべての自治体、在阪行政機関等に対する配慮要請は継

続して実施する。 

大阪市・堺市とは、最低賃金違反にかかる情報の提供に関する協定について、引き続き的

確に運営する。これら以外の市町村については、協定の締結の働きかけを行っていく。 

 

④公正な取引慣行の確立、関係法令遵守の徹底を図ること 

１ 近畿経済産業局との連携 

「下請け駆け込み寺事業にかかる近畿ブロック情報連絡会議」へ令和４年２月出席。公正

な取引慣行の構築、関係法令順守の徹底について連携を図っている。 

 

２ 労働基準監督署における取組の強化 

   最低賃金法第４条違反が認められた事業主で、 

（１） 違反の背景に下請法第４条（親事業者の禁止行為）違反、独占禁止法第 19条（物流特   

殊指定）違反が認められる場合、公正取引委員会または経済産業省に通報する。 

（２） 違反の背景に元請による建設業法違反の恐れがある場合、当該事案の通報制度を積   

極的に活用して国土交通省に通報する。 

（３） 上記（１）（２）に該当しない場合であっても、パンフレットを配布の上、相談窓口を教示す   

る。 

 

３ 検証と課題・今後の取組 

最低賃金違反の背景を見極め、所管官庁への通報を確実に行っている。所管官庁と関係

官庁との連携のスキームは整備されていることから、引き続き連携を行い、下請業者に対す

る相談窓口の情報提供を推進する。 
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